
６ 億 9,331 万円一般会計
補正予算

新型コロナウイルス感染症対策第３弾では、国の第２次補正予算へ迅速に対応すべく、
市民生活・地域経済回復への支援策をはじめ、感染症の拡大が収束するまでの対応とし
て、国が示す新しい生活様式に応じた対策を講じます。

市民生活の支援では、妊産婦へのオンライン相談の実施や感染症の影響で生活に困窮
する方への相談体制の強化などを行います。事業者への支援では、売上回復につながる
地域内消費喚起策をはじめ、新たな事業展開への支援、事業継続に負担となる家賃等へ
の支援を行います。保育・教育への支援では、施設等への感染予防対策やスクールサ
ポートスタッフ等を増員します。

今後も予想される第2波、第3波に向けた準備を引き続き進めるなど、⾧期的な視点で
対策を講じていきます。

第1弾
○国の支援策を迅速

に受けられるよう
緊急的に対応

第2弾
○市民生活、事業者等にお

ける様々な課題への支援
○真に必要とされる事案に

重点支援
○第2波、第3波への準備

第3弾
〇国の第２次補正予算へ迅速に

対応
○新しい生活様式への対応
〇生活支援及び地域経済回復策

の展開
〇第2波、第3波に向けた対策

緊急的支援 市民生活・地域経済回復支援 新しい生活様式への対応

第４弾以降
○感染症の状況を常に把握

し、機動的に対応
〇地域経済の回復に向けた

施策を展開

新型コロナウイルス感染症による危機的な事態を乗り越えるため引き続き⾧期的な視点で対応

①産前産後サポート事業 192万円

②コミュニティセンターの予防対策 600万円

③生活福祉相談体制の強化 158万円

④住居確保給付金 1,173万円

⑤公共施設予約システムの導入 1,017万円

動画配信やオンラインでのマタニティ教室、離乳食相談、個別保健指導を実施するほか、妊産婦
等に必要な情報を提供できる体制を整備します。また、妊産婦の感染予防対策を実施します。

健康推進課 ℡0748-24-5646
IP050-5801-5646

コミュニティセンターの会議室等について、３密を避けるための換気対策を行います。

新型コロナウイルス感染症の影響で、生活保護の相談件数が増加していることから、相談を円滑
に受けていただけるよう体制を強化します。

生活福祉課 ℡0748-24-5644
IP050-5801-5644

離職や減収等により、住居を失うおそれのある人を対象に家賃相当額を給付する住居確保給付金
事業への申請件数が増加していることから、予算を増額して対応します。

福祉総合支援課 ℡0748-24-5641
IP050-5801-5641

スポーツ施設等をオンラインで予約できるシステムを導入します。（コミセン・文化施設含む） スポーツ課 ℡0748-24-5674
IP050-5801-5674

⑭幼保施設、小中学校での感染症対策 5,766万円

⑮遠足、修学旅行等での感染症対策 1,461万円

⑯スクールサポートスタッフ等の増員 1,632万円

⑰文化・スポーツ施設での予防対策 316万円

幼児施設、小中学校において感染症対策用品等を追加購入します。学校施設では、手洗い用水栓
の増設のほか、トイレの手洗いの自動水洗化や換気設備等の増強を図ります。

幼児課 ℡0748-24-5647
教育施設課 ℡0748-24-5627

幼保園児のバス遠足や小中学校の修学旅行、校外学習について、移動時の3密を避けるためバス
の台数を増やします。

幼児課 ℡0748-24-5647
学校教育課 ℡0748-24-5671

学校現場で感染リスクを低減するための清掃や消毒作業を実施する人員が不足していることから
スクールサポートスタッフ等を増員して対応します。

教育総務課 ℡0748-24-5670
IP050-5801-5670

多くの人が出入りする文化施設やスポーツ施設について、感染予防対策のため非接触式体温計等
を導入します。

歴史文化振興課 ℡0748-24-5677
スポーツ課 ℡0748-24-5674

⑱感染対策消耗品等の購入及び備蓄 1,000万円

⑲感染症対策支援基金への積立て 254万円

新たな感染期に備えてアルコール消毒薬や防護服など感染対策用品の備蓄を行います。 健康推進課 ℡0748-24-5646
IP050-5801-5646

新型コロナウイルス感染症対策のために寄せられた貴重な浄財（寄附金）を感染症対策支援基金
に積み立て、今後の感染症対策に活用します。

健康推進課 ℡0748-24-5646
IP050-5801-5646

まちづくり ℡0748-24-5623
協働課 IP050-5801-5623

⑥大学生等への支援 2,100万円
大学生等のインターンを受け入れ、交通費・宿泊費等を負担する市内中小企業者へ費用の1/2を補
助します。市内の大学生等のアルバイトを新規雇用する中小企業者に対して５万円を交付します。

商工労政課 ℡0748-24-5565
IP050-5802-9540

⑦市内事業者売上回復支援事業 2億6,462万円

⑨家賃等支援給付金事業 1億8,680万円

⑩中小企業事業展開支援補助金 2,000万円

⑪宿泊施設支援事業 3,600万円

⑫工芸作品等販路構築支援事業 330万円

市内消費を喚起するため、全世帯に5,000円分の飲食や買い物等で使えるチケットを配布します。
また、事業者にはチケット換金時に10％を上乗せします。

商工労政課 ℡0748-24-5565
IP050-5802-9540

市内の中小企業者等で、新型コロナウイルス感染症に対応した融資を受け、事業継続に取り組む
事業者を対象に賃料及びリース料、通信料等の固定費を支援します。

商工労政課 ℡0748-24-5565
IP050-5802-9540

新型コロナウイルス感染症への対応に伴う生活様式の変化に対応するため、新たな事業展開に取
り組む事業者に対し経費の1/2を補助します。（補助上限20万円、下限3万円）

商工労政課 ℡0748-24-5565
IP050-5802-9540

本市の自然環境等をいかした体験付き宿泊プランや市内飲食店等で利用できるクーポン券をセッ
トにした宿泊プランを造成し、宿泊施設への誘客を図ります。（クーポン券「3,000円程度」）

観光物産課 ℡0748-24-5662
IP050-5801-5662

イベントの中止などで販売機会が減少している工芸品等の事業者を支援するため、ハンドメイ
ド・クラフト通信販売サイトを活用したオンライン販売を実施します。

観光物産課 ℡0748-24-5662
IP050-5801-5662

⑬街なみ環境整備事業補助金 1,540万円
感染症の影響により経営状況が悪化している中心市街地の事業者等に対して、景観ルールに基づ
き建物の外観の改修等を行う事業の予算を増額し、売上回復のための環境整備を支援します。

中心市街地 ℡0748-24-5562
整備課 IP050-5801-5690

⑧市内消費喚起対策及び感染予防啓発 1,050万円
感染症予防などの啓発を兼ねた買い物袋を市内事業者に配布し、活用を図ることで、市内消費喚
起と併せた感染症の予防啓発を行います。

商工労政課 ℡0748-24-5565
IP050-5802-9540



① 産前産後サポート事業（保健指導） 国補助活用 171万円
概 要 感染症拡大の収束が見通せない中で、妊産婦は日常生活が制限され、自

身のみならず胎児・新生児・乳児の健康などについて強い不安を抱えな
がら生活されています。外出に伴う感染リスクへの妊産婦の不安が大き
いことから、動画配信やオンラインでのマタニティ教室、離乳食相談、
個別保健指導や個別に電話対応による保健指導ができるよう必要な機器
の整備等を行います。

健康推進課 TEL 0748-24-5646 IP 050-5801-5646

１ 市民生活への支援

② コミュニティセンターの予防対策 市独自 600万円
概 要 市内コミュニティセンターにおいて、３密を避けるため各種講座や会議

等で多くの人が集まる部屋の換気対策として網戸を設置します。

対 象 市内コミュニティセンター

まちづくり協働課 TEL 0748-24-5623 IP 050-5801-5623

① 産前産後サポート事業（布マスク配付） 国実施事業 21万円
概 要 感染防止のため、妊婦に対して布マスクを配付します。（市予算は郵送

料のみ）

配 付 令和2年6月から11月まで妊婦1人当たり布マスクを月2枚配付

健康推進課 TEL 0748-24-5646 IP 050-5801-5646

市民生活への支援としては、妊産婦の産前産後サポート事業のほか、コミュニ
ティセンターの換気対策を行います。また、大学生等への支援をはじめ、生活保
護申請件数が増加していることから相談体制の強化、住居確保給付金の増額補正
や多くの方が利用する施設予約システムの導入を図ります。

③ 生活福祉相談体制の強化 国補助活用 158万円
概 要 感染症の影響により生活保護の相談が増加していることから、面接相談

や新規申請件数の増加に対応するため、人員を増員して相談体制等の強
化を図ります。

生活福祉課 TEL 0748-24-5644 IP 050-5801-5644

④ 住居確保給付金 国補助活用 1,173万円
概 要 感染症の影響等により離職や減収で住居を失う恐れのある人を対象に、

家賃相当額を有期で給付を行います。（予算を増額補正します。）

対象者 離職から２年以内の人又は個人の都合によらず収入が減少した人
（収入要件、資産要件あり）

福祉総合支援課 TEL 0748-24-5641 IP 050-5801-5641

⑤ 公共施設予約システムの導入 市独自 1,017万円
概 要 スポーツ施設等をオンラインで予約できるシステムを導入します。

対象施設 市内スポーツ施設18箇所、文化施設4箇所、コミュニティセンター14箇
所を予定

スポーツ課 TEL 0748-24-5674 IP 050-5801-5674

⑥ 大学生等への支援（インターンシップ推進） 市独自 100万円
概 要 感染症の影響により新卒者の採用が減少することが懸念されます。大学

生等への就職活動支援と市内事業所のマッチングを進めるため、市内事
業所において大学生等インターンの受入れを行う際に事業者が負担する
大学生等の交通費、宿泊費等の一部を助成します。

対象事業者 市内に事務所又は事業所を有する中小企業者等（みなし大企業を除
く。）

支給額 インターンの受入れに要した費用の1/2（上限5万円）

商工労政課 TEL 0748-24-5565 IP 050-5802-9540

⑥ 大学生等への支援（アルバイト新規雇用支援） 市独自 2,000万円
概 要 大学生等のアルバイト先が休業するなど、学業の継続に支障が生じてい

ます。市内の大学生等を一定期間以上、新規で雇用した事業所に対し、
給付金を交付することで、学生等の生活や学業の継続を支援します。

対象事業者 市内に事務所又は事業所を有する中小企業者等（みなし大企業を除
く。）

交付要件 市内の大学生等を一定期間以上、新規で雇用したこと

交付金額 一律５万円

商工労政課 TEL 0748-24-5565 IP 050-5802-9540



⑦ 市内事業者売上回復支援事業 市独自 2億6,462万円
概 要 家計への支援と合わせて市内の消費を喚起するため、全ての世帯に市内

の店舗等で飲食や買い物の際に利用できる5,000円分のチケットを配布
します。また、事業者にはチケットの換金時に10％を上乗せします。

支給額 5,000円/1世帯

対 象 令和2年7月1日現在 東近江市に住民登録されている世帯

利用期間 令和2年10月1日から令和３年1月31日を予定

利用店舗 登録を希望する市内店舗（1,000㎡以上の大規模店舗を除く。）

商工労政課 TEL 0748-24-5565 IP 050-5802-9540

２ 事業者への支援

⑨ 家賃等支援給付金事業 市独自 1億8,680万円
概 要 感染症の影響を受け、売上げが減少している中小企業者等を対象に賃料

及びリース料、通信料等の固定費の支援を行います。

支給額 1箇月分の賃料、光熱費、通信費、リース料（恒常的に発生する経費に
限る）の2倍の額（国の家賃支援給付金の受給要件を満たしている者は、
賃料を対象としない。）
賃料及び固定費 上限40万円
固定費 上限20万円 （受給にはその他要件があります。）

対象事業者 市内に事務所又は事業所を有する中小企業者等（みなし大企業を除
く。）

支給要件 前年同月比売上高の減少率が２割以上であって、新型コロナウイルス感
染症に対応した融資を受け、事業の継続に取り組む者

商工労政課 TEL 0748-24-5565 IP 050-5802-9540

事業者への支援としては、全ての世帯に市内の店舗等で飲食や買い物の際に利
用できるチケットを配布することで、市民の暮らし、売り上げが落ち込む事業者
を支援します。また、国が実施する家賃補助の対象から外れた方や新たな事業展
開に取り組む事業者を支援します。そのほか、宿泊施設や工芸作家、中心市街地
の事業者への支援等を行います。

⑧ 市内消費喚起対策及び感染予防啓発 市独自 1,050万円
概 要 コロナ禍の中、７月１日からレジ袋が有料化され消費者が負担に感じて

いることから、感染予防のＰＲや市のメッセージを印字した紙袋を配布
することで、感染予防と市内での消費喚起の啓発を図ります。

商工労政課 TEL 0748-24-5565 IP 050-5802-9540

⑩ 中小企業事業展開支援補助金 市独自 2,000万円
概 要 新型コロナウイルス感染症の影響で変化した消費者の生活様式に対応す

るため、既存事業の拡充又は転換を行う事業者を支援します。

内 容 ①既存事業からインターネット通信販売等を活用し、販路拡大を図る取
組

②ＷＥＢ会議やリモートワークの導入等の取組

支給額 新たな事業展開に要した費用の1/2（上限20万円、下限3万円）

商工労政課 TEL 0748-24-5565 IP 050-5802-9540

⑫ 工芸作品等販路構築支援事業 市独自 330万円
概 要 イベントの中止などで販売機会が減少している工芸品等の事業者を支援

するため、ハンドメイド・クラフト通信販売サイトを活用したオンライ
ン販売を行います。

内 容 ①継続的に運営できるインターネット通信販売用ページの作成
②通信販売サイト運営者による販売ページの作成支援
③企画特集等による販売ページへの誘客施策の展開

期 間 令和２年８月から１１月まで

観光物産課 TEL 0748-24-5662 IP 050-5801-5662

⑬ 街なみ環境整備事業補助金 国補助活用 1,540万円
概 要 感染症の影響により、経営状況が悪化している中心市街地の事業者等に

対して、景観ルールに基づき建物の外観の改修等を行う事業の予算を増
額し、売上回復のための環境整備を支援します。

内 容 改修等に要した費用の2/3
（補助には上限があり、工種により異なります。）

中心市街地整備課 TEL 0748-24-5562 IP 050-5801-5690

⑪ 宿泊施設支援事業 市独自 3,600万円
概 要 感染症の影響で厳しい経営状況が続く市内宿泊施設の宿泊客の増加を図

るため、クーポン券をセットにした宿泊プランを造成し、本市宿泊施設
への誘客を図ります。クーポンについては、旅行者が安全な近距離を旅
行先に選ぶ傾向があることから、本市の自然環境等をいかした体験付き
宿泊プランや市内飲食店等で利用できるものとします。

内 容 クーポン券（3,000円程度）の発行

期 間 令和２年９月から１１月まで

観光物産課 TEL 0748-24-5662 IP 050-5801-5662



⑭ 幼保施設、小中学校での感染症対策 一部市独自 5,766万円
概 要 感染症対策のため、幼保施設及び小中学校において、アルコール消毒液

などの感染予防に関する消耗品や備品類を追加購入します。また、小中
学校施設では、トイレ手洗い場の自動水洗化を行います。

幼児課 TEL 0748-24-5647 IP 050-5801-5647
教育施設課 TEL 0748-24-5627 IP 050-5801-0494

３ 保育・教育への支援

⑯ スクールサポートスタッフ等の増員 一部市独自 1,632万円
概 要 学校現場での感染リスクを低減するための清掃や消毒作業に対応する人

員が不足していることから、スクールサポートスタッフ等を増員します。
また、外国人児童生徒の支援のため通訳業務に係る費用を増額します。
GIGAスクール構想に基づくICT環境整備の初期対応を円滑に進めるた
め、新たにGIGAスクールサポーターを雇用します。

教育総務課 TEL 0748-24-5670 IP 050-5801-5670

⑮ 遠足、修学旅行等での感染症対策 市独自 1,461万円
概 要 幼保園児のバス遠足や小中学校の修学旅行、校外学習について、移動時

の3密を避けるため、バスの台数を増やします。

幼児課 TEL 0748-24-5647 IP 050-5801-5647
学校教育課 TEL 0748-24-5671 IP 050-5801-5671

保育・教育への支援としては、幼保施設、小中学校、文化・スポーツ施設の感
染症対策を実施するほか、重要な体験学習である遠足や修学旅行の実施に向けた
感染防止対策を行います。また、感染症の影響で学校の消毒作業等が新たな負担
となっていることから、スクールサポートスタッフを増員します。

⑰ 文化・スポーツ施設での予防対策 市独自 316万円
概 要 多くの人が出入りする文化施設やスポーツ施設の感染症対策のため、非

接触式体温計や空気清浄加湿器等を導入します。

歴史文化振興課 TEL 0748-24-5677 IP 050-5801-5677
スポーツ課 TEL 0748-24-5674 IP 050-5801-5674

４ 新たな感染期への対応

⑱ 感染対策消耗品等の購入及び備蓄 市独自 1,000万円
概 要 今後の感染症への対応や新たな感染期に備えるため、消毒用アルコール

や防護服等の感染対策用品を追加購入し、備蓄します。

健康推進課 TEL 0748-24-5646 IP 050-5801-5646

⑲ 感染症対策支援基金への積立て 市独自 254万円
概 要 新型コロナウイルス感染症対策に寄せられた浄財（寄附金）を感染症対

策支援基金として積み立て、今後の感染症対策に有効に活用します。

健康推進課 TEL 0748-24-5646 IP 050-5801-5646

新たな感染期に向けた対応としては、感染対策用品を購入し、備蓄するととも
に、新型コロナウイルス対策に寄せられた浄財（寄附金）を感染症対策支援基金
として積み立て、今後の感染症対策に有効に活用します。


